第３号様式（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　

　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

住所（所在地）
〒

企業等名



代表者職･氏名



電話

平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金

計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号で交付決定通知のあった標記補助金に係る事業について，下記のとおり変更したいので，鹿児島県補助金等交付規則第７条及び鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により申請します。
記

１  補助事業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　変更区分（　① 補助額の変更なし　　② 補助額の変更あり　）

３　変更理由

４　関係書類

(1)　 事業内容の変更説明書　別紙１（第３－１号様式）

　(2)　 収支予算変更内容説明書　別紙２（第３－２号様式）

備　考

１　変更区分は該当の項目に○を付けること。

２　変更理由を証する書類があれば添付すること。

別紙１（第３－１号様式）
平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金

事業内容の変更説明書

企業名：　　　　　　　　　　　　

	経費区分
	当初計画
	変更後
	変更理由

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


別紙２（第３－２号様式）

平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金

事業経費収支予算変更内容説明書
企業名：　　　　　　　　　　　　

	区　　分
	当初計画
	変更後
	増減率(％)

	収　　　入
	自己資金
	
	
	

	
	借入金
	
	
	

	
	補助金
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	支　　　出
	事業費
	
	
	

	
	委託料
	
	
	

	
	合計
	（　　　　　　）
	（　　　　　　）
	


　※　事業経費は消費税込みの金額で記載し，（　　）内は補助対象額を記載すること。
第６号様式（第７条関係）

平成　　年　　月　　日　

　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

住所（所在地）
〒

企業等名



代表者職･氏名



電話

　　平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付申請取下書
　　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号で交付決定通知のあった標記補助金に係る事業については，鹿児島県補助金等交付規則第８条第１項及び鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第７条の規定により下記のとおり取り下げます。

記

１　補助事業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　補助金の額　　金　　　　　　　　　　円

３　取下げ理由

第７号様式（第８条関係）

平成　　年　　月　　日　
　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

住所（所在地）
〒

企業等名



代表者職･氏名



電話


　平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金状況報告書

　　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号の交付決定通知に基づき実施している標記補助金に係る事業の状況について，関係書類を添えて報告します。

関係書類

(1) 補助事業実施状況報告書

(2) 支出明細書

別紙１（第７－１号様式）
補助事業実施状況報告書（その１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日現在　　

	１　テーマ
	

	２　事業内容
	

	３　事業の実施場所


	場  所：

  連絡担当者：　　　　　　　　　　　　TEL：

	　事業の実施状況


	


補助事業実施状況報告書（その２）

	５　今後の計画及び

 　 課題
	

	６　産業財産権

(特許権，商標権などの産業財産権を出願した場合，その内容について記載する。)
	


第８号様式（第９条関係）

平成　　年　　月　　日　

　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

住所（所在地）
〒

企業等名



代表者職･氏名



電話

　　平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金事故報告書

　　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号の交付決定通知に基づき実施している標記補助金に係る事業の状況について，下記のとおり事故があったので，鹿児島県補助金等交付規則第11条第２項及び鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第９条の規定により下記のとおり報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　補助事業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　事故の内容及び原因
３　事故に対してとった措置
４　関係書類

　(1) 進捗状況報告書

　　　（全体の事業計画と比較して記載する。）

　(2) 支出済経費明細書

　　　（実績報告書の収支計算書に準じて記載する。）

第９号様式（第10条関係）
平成　　年　　月　　日　

　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

住所（所在地）
〒

企業等名



代表者職･氏名



電話


　平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金実績報告書

　　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号で交付決定通知のあった標記補助金に係る事業を下記のとおり完了したので，鹿児島県補助金等交付規則第13条及び鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第10条の規定により報告します。
関係書類

１　補助事業実績報告書（別紙１）

２　収支計算書（別紙２）

３　営業状況報告（別紙３）（交付申請後に開業した方のみ）

４　経理関係書類（見積書，請求書等）の写し

５　法人登記又は開業届出書の控え（交付申請後に開業した方のみ）

　　　

別紙１（第９－１号様式）

補助事業実績報告書（その１）

	１　テーマ
	

	２　事業内容
	

	３　事業の実施場所

	場所：
連絡担当者：
TEL：

	４　開業・設立年月日

	

	５　事業形態
	　
　個人事業
　法人（　株式会社・合名会社・合資会社・合同会社　）
　特定非営利活動法人


	６　従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人
　　　　（うち　パート・アルバイト　　　　人）

	７　事業の実施状況

	


補助事業実績報告書（その２）
	８　事業実施による

　　　　　　　　成果


	

	９　今後の事業活動　 
	

	10　産業財産権

(特許権，商標権などの産業財産権を出願した場合，その内容について記載する。)
	

	11　今後の事業活動上

　　県への要望
	


補助事業実績報告書（その３）

	
12　　　　　
事　　　　
業　　　　
実　　　　
施　　　　
日　　　　
程
	
	開始：平成　　年　　月　　日　　完了：平成　　年　　月　　日

	
	経費区分　種別
	作　　　　業　　　　期　　　　間

	
	
	※

	
	事業費関係

（店舗等借入

　初期費）
	

	
	事業費関係
（店舗等改装費）
	

	
	事業費関係
（設備費）
	

	
	事業費関係
（謝金）
	

	
	事業費関係
（旅費）
	

	
	事業費関係
（広報費）
	

	
	事業費関係
（外注費）
	

	
	委託料関係
	

	
	その他
	


※欄に目安となる適切な年月日を記入のうえ，各作業工程別に ― 線で当該作業間期を明示してください。
※経費区分は必要に応じて修正してかまいません。

別紙２（第９－２号様式関係）
収支計算書

１　収支総括表

収　入
（単位：円）
	区　　分
	予算額
	決算額
	差　額

（予算－決算）
	備 考

	自己資金
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	

	県補助金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


支　出

	事業区分
	助成事業に要した全経費

	
	予算額
	決算額
	差　額

(予算－決算)

	事業費
	
	
	

	委託料
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　　　　　　　　　※　金額は消費税込の額を記入すること
（記載上の注意）
(1)　予算額とは申請時の収支予算書に記載した金額をいい，事業計画を変更した場合は，その承認を受けた変　

　　 更計画に基づく金額をいう。

(2)　予算額と決算額が著しく異なるときは，その理由を備考欄に記載すること。
２　支出明細書
	経費区分
	費目
	内容
	A事業経費
	B補助対象経費
	C補助対象額
	積算基礎

	
	
	
	（消費税込）
	（消費税別）
	B×2/3

（千円未満切捨て）
	

	事業費
	企業・創業に必要な官公庁への申請書類作成費
	
	
	
	
	

	
	店舗等借入初期費
	
	
	
	
	

	
	店舗等改装費
	
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	
	

	
	知的財産権等関連経費
	
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	
	広報費
	
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	0
	0
	
	

	委託料
	委託費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	0
	0
	
	

	合計
	
	0
	0
	0
	


別紙３（第９－３号様式関係）（※　交付申請後に開業した方は提出してください。）
	営業状況報告書

	○店舗・事務所外観写真


	○店舗・事務所内観写真
　

	○営業状況


第11号様式（第12条関係）

　平成　　年　　月　　日　

　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

住所（所在地）
〒

企業等名



代表者職･氏名



電話


平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付請求書

　　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号で額の確定があった標記補助金について，鹿児島県補助金等交付規則第16条第１項及び鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第12条の規定により，下記のとおり請求します。

記

請求金額　　　金　　　　　　　　　円

振込指定口座：　　　　　　　　銀行，　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　　　　　　　預金，口座番号

フリガナ
口座名義
 第12号様式（第13条関係）
　　　　平成　　年　　月　　日　
　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

住所（所在地）
〒

企業等名



代表者職･氏名



電話


平成２９年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金
に係る事業状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号により交付決定通知のあった標記補助金に係る平成　　年度の事業状況について，鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第13条第２項の規定により，次のとおり報告します。
記
１　事業状況
	補助事業のテーマ名
	

	補助金額
	       　　　　　　　　　　　　　円

	事業年度
	前　期
（  年　月～　年　月期）
	今　期

（  年　月～　年　月期）

	(a)売上高
	
	

	(b)売上原価
	
	

	(c)売上総利益(a-b)
	
	

	(d)販売管理費
	
	

	営業利益(c-d)
	
	

	従業員数
	
	

	積算根拠
	
	


第13号様式（第14条関係）
　平成　　年　　月　　日　
　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

所在地
〒

名称



代表者職･氏名


平成　　年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金
に係る産業財産権届出書
　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号により交付決定通知のあった標記補助金に係る平成　　年度の産業財産権等の取得等について，鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第14条第１項第１号の規定により，次のとおり報告します。
記

１　補助事業のテーマ名
２　産業財産権の種類
３　出願又は登録年月日
４　出願又は登録番号
５　出願に係る内容
６　相手先及び条件
［記入要領］
１　「　　　年　月　日付け産立第　　号」は，交付決定通知書（又は変更交付決定通知書）の日付及び番号を記入すること。
２　「産業財産権の種類」には，特許権，実用新案権，意匠権，商標権の別を記入し，これら権利の譲渡又は実施権の設定の場合には，当該事項を括弧書きで付記すること。
３　「内容」については，当該出願又は登録関係書類をもって代えることができる。
４　「相手先及び条件」は，権利の譲渡又は実施権の設定の場合のみ記入すること。
第14号様式（第15条関係）
　　平成　　年　　月　　日　
　鹿児島県知事　三反園　訓　殿

所在地
〒

名称



代表者職･氏名


平成　　年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金
　に係る消費税の額の確定に伴う報告書

　平成　　年　　月　　日付け産立第　　　号により交付決定通知のあった標記補助金について，鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱第15条第１項の規定により，次のとおり報告します。
記
１　補助金額
円

２　補助金の確定時における消費税仕入控除税額（Ａ）
円
３　消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税仕入控除税額（Ｂ）
円
４　補助金返還相当額（Ａ－Ｂ）
円
［記入要領］
１　「補助金額」は，知事が補助金の確定通知書により通知した額であること。
２　「補助金の確定時における消費税仕入控除税額」は，実績報告書の額と一致すること。
３　その他，消費税仕入控除税額の算定に必要な積算内訳書を別紙として添付すること。
第15号様式（第16条関係）
　　平成　　年　　月　　日
　鹿児島県知事　三反園　訓　殿
                                         所 在 地　〒
                            　　　　　   名    称
                                         代表者名                              ㊞
平成　　年度鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金

　　　　　　　に係る財産処分承認申請書
　標記補助金により取得した財産を処分したいので，鹿児島県スタートアップ支援事業補助金交付要綱第16条第２項の規定により申請します。
１  処分しようとする品目
	品目名
	数量
	取得年月日
	取得価格
	時価相当額

	
	
	
	
	


２　処分の方法
３　処分の理由
　［記入要領］
　１　「年度」は，補助事業を実施した年度を記入すること。
　２　「処分しようとする品目の数量及び取得価格」は，実績報告書の数量及び価格と一致すること。
　３　「時価相当額」は，当該品目の一般的な評価方法により算出すること。
　４　「処分の方法及び理由」は，具体的に記入すること。
12









